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2008年度の日本経済を展望する前に、まず

2007年度の日本経済がどのようなものであっ

たかを振り返っておく。振り返るといっても、

現時点では、2007年度の成長率の実績値はま

だ出ておらず、数字が出るのは５月中旬の

GDP統計一次速報値（08年１－３月期）の発

表まで待たなければならない。とは言え、年

度の第３四半期（07年10－12月期）までの数

字はわかっているため、おおよその姿は、あ

る程度の精度で予測が可能である。足下まで

明らかになった数字から判断して、以下のよ

うな姿が予想される。

2007年度の日本経済は、新興国や資源国な

ど米国以外の地域への輸出が拡大し、外需に

牽引されながら実質＋1.6％、名目＋0.8％と

プラス成長を実現する見通しである。

実質ベースで見た外需寄与度は＋1.2％と、

成長の７割以上は外需寄与によるものと見込

まれる。一方、内需は伸び悩み、寄与度は＋

0.4％にとどまるため、成長率は2003年度か

ら続いていた実質２％の成長軌道からは下振

れすることになる。

内需が伸び悩んだのは、改正建築基準法の

施行による住宅投資の大幅減少の影響が大き

い。住宅投資は前年比－14.0％と極めて大幅

な減少となり、成長率を0.5％ポイント押し

下げる。

また、設備投資は年度後半になって再び増
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加しているものの、年度前半の減速が影響し

て同＋1.2％と低い伸びにとどまり、2006年

度（同＋5.7％）に比べて大幅に減速する。

個人消費は増加基調が続き景気の下支え役

を担っているが、所得の伸びが緩慢であるこ

とや、インフレ懸念による消費者マインドの

悪化が影響して、同＋1.2％と2006年度（同＋

1.7％）よりも伸びが低下する見込みである。

2008年度の日本経済を展望する際の前提と

なる世界経済の動向については、以下のよう

な姿を想定している。

サブプライムローン問題による金融市場の

混乱、住宅投資の大幅減少などを主因に減速

している米国経済は、2008年は低めの成長が

予想される。2008年の成長率（実質）は2007

年（＋2.2％）よりも減速となり＋1.5％を予想

する。

これまで比較的好調であった欧州の2008年

の実質経済成長率は、1.8％と３年ぶりに潜在

成長率といわれる２％を下回ると予想される。

ただし、新興国向け輸出などが下支えとなっ

て減速は小幅にとどまろう。

高成長を続ける中国などアジア経済は、米

国経済の減速を受け成長率が緩やかに低下す

る。中国は、北京五輪後も巡航速度での経済

成長が持続すると見込む。

米国経済の減速もあって、世界経済は30年

ぶりの高成長といわれた状況からは減速とな

るものの、全体では引き続き拡大基調を維持

すると予想される。

2008年度の日本経済は、サブプライムロー

ン問題や原油価格の高騰など景気の先行きに

対する懸念が続くものの、緩やかな拡大を続

けると見込んでいる。

実質成長率は＋1.9％と７年連続の、また名

目成長率も同じく＋1.9％と６年連続のプラ

ス成長を予想する。

世界経済が拡大基調を維持することによ

り、日本からの輸出が増加する環境が維持さ

れるため、生産水準は踊り場を挟みながらも

徐々に上がっていくだろう。

原油価格の高騰が影響して収益環境は厳し

さを増すが、設備投資は増加基調を維持する

と予想される。改正建築基準法の施行によっ

て民間非居住用の建設受注が大きく減少して

おり、工場や商業用施設の建設など建築工事

を伴う設備投資が一時的に下押しされる可能

性がある。しかし、機械投資の先行指標であ

る機械受注は底堅く推移しており、法改正が

設備投資全体に与える影響は限定的であろう。

労働需給の引き締まりを反映して賃金はわ

ずかながら増加し、個人消費は緩やかな増加

が見込まれる。しかし、物価の上昇によって

実質所得が目減りするため、実質消費の伸び

は2007年度に続き小幅であろう。

2007年度に大幅に減少した住宅投資は、改

正建築基準法の施行に伴う混乱が落ち着いて

くるにつれて持ち直してくる。もっとも、住

宅価格の上昇によって住宅の購入意欲は減退

しており、住宅投資が2007年初めの水準に戻

ることは難しい。このため、住宅投資は増加

するものの、前年の大幅な減少に比べると小

幅な増加にとどまると予想する。

以下では、2008年度の日本経済の動向につ

いて、GDPの需要項目別（GDP＝個人消費＋

住宅投資＋設備投資＋在庫投資＋公共投資＋

政府消費＋外需）によりくわしく見てみる。

ａ．個人消費
個人消費の動向に影響を与える雇用や賃金

（所得）については、次のように考えている。

まず雇用であるが、今後、少子高齢化の進

展で労働力人口の増加が鈍化するなか、就業

2008年の世界経済
減速するも拡大基調を維持

需要項目別にみた
2008年度の日本経済

2008年度の日本経済
緩やかな拡大が持続
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者の伸びも鈍ってくる。就業者の内訳をみる

と、雇用者は緩やかな増加が続くものの、自

営業などの就業者は減少が続くと見込まれる。

失業率は、景気の回復が続くことから2008

年度後半以降も、低下していくと見込まれる。

ただし、就業者数の増加が小幅にとどまるこ

とから、低下のペースはこれまでと比較する

とゆっくりとしたものとなる。雇用環境の改

善は緩やかなものにとどまると見込まれる。

賃金に関しては、所定内給与は、労働需給

のひっ迫を背景に緩やかながら増加傾向へと

転じていくと考えられる。また、景気回復が

続くことから、所定外給与は引き続き増加す

ると見込まれる。

このため、１人あたり賃金は増加に転じ、

消費者物価上昇率の加速に伴って、増加幅も

拡大していこう。

2008年の春闘については、企業業績の拡大

を背景に賃上げ率の伸びが小幅ながら拡大し、

１人あたり賃金の増加ペース拡大に寄与する

と考えられる。ただし、企業経営者は、企業

業績や景気の先行きに慎重な見方をもってお

り、賃上げ率が抑えられる可能性もあろう。

このように、１人あたり賃金の伸びが持ち

直してくる半面、雇用者の増加ペースがこれ

までと比較して鈍化するため、家計部門全体

の所得は、緩やかな増加となろう。

現状、家計所得が伸び悩むなか、食料品な

どの生活必需品の値上げが相次ぎ、家計のマ

インドは悪化している。

このため、足下の消費は伸び悩んでいるが、

減少が続いていた賃金は労働需給のひっ迫や

消費者物価の上昇とともに今後は上昇傾向へ

と転じていくと考えられる。雇用者数の増加

も続き、家計の可処分所得は緩やかに増加す

るであろう。

以上のような所得環境の改善を背景に、

2008年度の個人消費は緩やかな増加が続くと

考えられる。増加率は2007年度と同じく＋

1.2％と予測する。

今年夏に開催される北京オリンピックは、

薄型テレビなど耐久財を中心に2008年度前半

の消費を押し上げる要因となろう。

少子高齢化という構造要因や耐久財の普及

がすでに進んでいることを考慮すると、消費

全体が大幅に増加するとは考えにくいが、薄

型テレビや家庭用ゲーム機など消費者にアピ

ールする製品は好調を持続するであろう。

ｂ．住宅投資
住宅投資は、GDP全体に占める割合が小さ

いため、普段はあまり注目を浴びることの少

ない項目であるが、2007年度は、大変注目が

集まった。昨年６月に施行された改正建築基

準法の影響で、住宅着工が大幅に減少し、工

事の進捗度合いに応じて計られる住宅投資も

少し遅れて大幅な減少となったためだ。全体

に占める割合が小さいとは言え、ここまで極

端に落ち込むと、GDP全体の伸びを引き下げ

る主因となった。

足下の動向をみると、改正建築基準法によ

る住宅着工の落ち込みは、かなり改善してき

ている。しかし、制度変更（審査厳格化）に

よる申請側・審査側の負担増は、今後も幾分

かは着工の下押し要因として働くと思われる。

また、改正建築基準法施行による混乱の影

で、住宅投資をめぐる環境が悪化しているこ

とも見逃せない。①首都圏などでは物件価格

の上昇により販売が鈍化しはじめていること

②金利の先高感が薄れて買い急ぎの動きが止

んでいること③サブプライムローン問題の影

響で不動産市場に投資資金が入りにくくな

り、以前のような貸家の大幅増が期待できな

いことなどが指摘される。

2007年度の住宅着工戸数は、100万戸台前

半と近年稀な低水準が見込まれるが、2008年

度以降も、法改正前の着工水準の年率125万

戸超まで戻るには至らず、年率換算で110万

戸台での推移を予想する。

着工の低迷に呼応して住宅投資も低調とな

る。2007年度は、前年比－14.0％の２桁減が

見込まれる。2008年度は比較対象となる前年
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の水準が低いため増加となるが、増加幅は＋

6.2％と比較的小幅に留まると予想する。

ｃ．設備投資
設備投資の動向を占うには、その原資とな

る企業収益の行方について考える必要があ

る。2008年度の企業収益は、好調であったこ

れまでに比べれば厳しい状況が見込まれる。

固定費を中心にコスト増加が続くことに加

え、夏ごろまでは輸出が伸び悩む可能性があ

り、売上数量の増加ペースも鈍ってくる。原

材料の値上がりを徐々に販売価格に転嫁する

動きが広がっているが、家計の所得の伸びが

鈍い状況においては十分な価格転嫁ができて

おらず、限界利益率の低下が続くと見込まれ

る。

製造業では2008年夏以降に輸出が持ち直し

てくると予想され、限界利益率の落ち込みを

販売数量でカバーすることができるが、非製

造業では販売数量を確保することは難しい。

このため、非製造業、特に中小企業を中心に収

益が悪化することが予想され、2008年度の増益

幅は2007年度に比べ縮小することになろう。

ただ、投資環境は厳しさを増していくもの

の、設備投資は緩やかながらも増加基調を維

持し（2008年度は実質で＋4.1％の増加）、

2008年度の成長にプラスに寄与すると予想さ

れる。

競争力を維持していくために、省力化・合

理化投資、情報化投資、研究開発投資といっ

た付加価値を高め採算性を向上させる投資が

必要になっており、これら企業業績に左右さ

れにくい設備投資が増えていることは、設備

投資を下支えする要因となる。

企業収益の増益幅が縮小していく見込みで

あるが、減価償却費の増加が続いていること

がその一因でもある。このため、キャッシュ

フローの伸びは比較的堅調であり、企業収益

が伸び悩む中においても、設備投資を削減し

ていくことにはならないと考えられる。

ｄ．民間在庫
足下の生産動向を見ると、デジタル関連財

の需要が弱まっていることに加え、輸出も伸

び悩んでくる可能性が高く、生産はすでに踊

り場に入っていると考えられる。
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横ばい圏内から脱するのは、米国経済が加

速する年後半以降となろう。その後も輸出の

拡大を背景に増加基調が続くが、内需の伸び

が緩やかにとどまることや、シリコンサイク

ルが下降トレンドに入る可能性があることか

ら、増加ペースは緩やかとなろう。

在庫は、足元で増加ペースがやや高まって

いることから、2008年前半は調整の動きが出

て、一部業種で生産が抑制される可能性があ

る。もっとも、水準はそれほど高いわけでは

ないため、短期間での調整にとどまると予想

される。2008年後半以降は、出荷の拡大に伴

って緩やかに在庫を積み増していく動きが続

こう。

ｅ．公共投資
2011年度のプライマリーバランス黒字化を

目指す方針は、福田政権においても変わらな

い。引き続き抑制的な財政運営が行なわれる

ため、公共投資は減少が続く見込みである。

2008年度は、国の一般会計予算の公共事業

関係費が前年比－3.1％、地方財政計画の投

資的経費（単独事業分）が前年比－3.0％と

なっている。工事単価が上昇していることは、

実質ベースでの公共投資を減少させる見込み

である。ただし、前年度からの繰越分が加わ

って、実質公共投資は前年比－3.0％と前年

度と比べてマイナス幅が若干縮小すると予想

される。

ｆ．政府最終消費
高齢化を背景に社会保障給付の拡大が続く

ため、政府消費の増加は今後も続くと予想さ

れる。政府消費の増加の主な原因である現物

社会給付については、医療制度改革（2006年

６月成立、同年10月施行）による高齢者の自

己負担の引き上げなどにより、自然増は抑制

されてきている。また、政府消費の中で最大

のシェアを占める雇用者報酬（公務員の給与）

についても、国家公務員の定員の純減目標

（５年間で5％以上純減）を定めた「総人件費

改革基本指針（2005年11月）」、「行政改革推

進法（2006年５月成立）」などに基づき、削

減が図られている。しかし、高齢者が増え続

ける状況に変化はなく、介護保険のように公

的負担の増加が続いている分野があることを

考えると、現物社会給付の増加ペースが高ま

ってくる可能性がある。

政府消費は当面緩やかに増加し、2007年度

の実質前年比＋1.0％に対し、2008年度は同＋

1.0％が見込まれる。

ｇ．外需（輸出－輸入）
輸出から輸入を引いた外需が日本経済の成

長に寄与するという構図は2008年度も変わら

ないが、寄与度は幾分低下が見込まれる。

2008年前半は米国を中心に世界景気が減速

するため、実質輸出の伸びが抑制されるであ

ろう。もっとも、日米に比べて相対的に欧州

の景況感は底堅く、資源国であるオーストラ

リアの景気も好調に推移するであろう。

また、中国は固定資産投資をけん引役とし

た高度成長を持続し、原油高の恩恵を受ける

産油国経済の好調も続くだろう。

2008年後半以降は、米国景気が底堅さを取

り戻すこともあり、実質輸出は増加基調が強

まるであろう。

なお、北京五輪関連の特需は、2008年前半

に景気の不透明感が残る影響と相殺されて目

立ったものにはならず、五輪後の反動減もあ

まり見られないであろう。

実質輸入は対アジアを中心に増加が続く

が、伸びは国内の最終需要や生産活動に見合

って緩やかにとどまろう。しかし、原油や金

属など一次産品価格の上昇が反映される名目

輸入金額は大幅に押し上げられる。

このため、2009年度にかけて貿易収支黒字

は縮小するだろう。ただし、外国証券や海外

法人への対外投資の増加を背景とした所得収

支黒字の拡大基調は続き、経常収支黒字は高

水準となろう。
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シャープは、独自のソーラーパネルと高輝

度・長寿命ＬＥＤの採用により、現在主流に

なりつつある32Ｗ蛍光灯（コンパクト形蛍光

灯の６本管形）の防犯灯に匹敵する業界トッ

プクラスの明るさ（器具光束1,800ルーメン）

を実現したソーラー・ＬＥＤ照明灯〈ＬＮ－

ＬＷ３Ａ１〉及び20Ｗクラスで公園などのポ

イント照明に最適な〈ＬＮ－ＬＳ２Ａ１〉

（器具光束1,200ルーメン）を発売した。

〈ＬＮ－ＬＷ３Ａ１〉は、夜道で不審な人

物を判断してから行動するのに必要な距離と

される４ｍ先からでも充分に歩行者の顔の概

要が識別できる明るさを実現した。また「感

震センサー」を搭載しており、震度５以上の

大地震を検知して終夜２日間フル点灯（但し

蓄電池の蓄電容量ゼロになるまで）する。周

辺が停電した場合の防災灯として安心して使

用できる。

同製品は、日中に太陽光で発電した電気を

蓄電池に蓄えて夜間に発光するCO２を排出し

ないエコロジーな“21世紀の屋外照明”とし

て期待が高まっている。

〈ＬＮ－ＬＷ３Ａ１〉は、商用電源を使用

する場合に比べCO２の排出量を年間約48㎏削

減、搭載のＬＥＤは環境負荷物質の水銀を使

用しておらず、紫外線も出さない。さらに約

10年間取替えなしと長寿命なので、メンテナ

ンスの手間がほとんどかからないことから、

同社では年間10万本といわれる街路灯の新設

需要に対応し、環境性能と視認性を兼ね備え

た「防犯」「防災」に強い照明灯として提案

していく。

電気代・CO２排出ゼロ、配線なしの簡単施工！

シャープの

「ソーラー・ＬＥＤ照明灯」

取扱先：住友林業㈱

製造元：シャープ㈱
駐車場設置例
配線不要なので、電源が来ていない場所にも設置が可能。
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また、独立電源システムであることから地

中配線が難しいところにも設置できる上、地

震などで停電しても防災灯としての機能を発

揮することで「環境」「安心」「安全」３拍子

揃った次世代照明灯として今後、大きな需要

が見込まれる。

同社では2005年10月に第１号機を発売して

以来、すでに学校、公園、商業施設などさま

ざまな場所に設置されているが、今回、従来

よりもさらに高輝度なＬＥＤを搭載し、配光

を工夫したことにより〈ＬＮ－ＬＷ３Ａ１〉

は屋外防犯灯の主流となりつつある32Ｗイン

バーター式蛍光灯に、〈ＬＮ－ＬＳ２Ａ１〉

は現在の防犯灯の主流である20Ｗ蛍光灯に匹

敵する明るさを実現した。

主な特長は次の通り。

従来比約６倍の器具光束1,800ルーメン

と、ソーラー・ＬＥＤ照明灯として業界トッ

プクラスの明るさを実現〈ＬＮ－ＬＷ３Ａ１〉

△
 

太陽光発電システムと長寿命ＬＥＤの採

用で環境負荷物質を大幅に削減し、高い「環

境性能」を実現

感震センサーの搭載により、大地震（震

度５以上）を検知し、終夜２日間フル点灯

本体は軽量アルミ合金製で腐食にも強く

施工も容易。また、さまざまなユーザーニー

ズに対応可能なシステムデザインで高い拡張

性も実現〈ＬＮ－ＬＷ３Ａ１／ＬＮ－ＬＳ２

Ａ１〉

ＬＥＤ照明だから昆虫を寄せつけにくく

清掃の手間が大幅に軽減され、美観も長持ち

（いずれもＬＮ－ＬＷ３Ａ１／ＬＮ－ＬＳ２

Ａ１）するなど。

商品に関するお問い合わせは、シャープ㈱

電化システム事業本部　新規事業推進センタ

ー（電話06-6796-1012）または住友林業㈱

木材建材事業本部建材部（電話03-6730-3548）

へ。

△
 

△
 

△
 

△
 

■仕様
ＬＮ－ＬＷ３Ａ１ ＬＮ－ＬＳ２Ａ１

太 陽 電 池 部
多結晶太陽電池 多結晶太陽電池

（公称最大出力：160Ｗ） （公称最大出力：80Ｗ）
本　体　材　質 アルミニウム合金
本　　体　　色 シルバー

器　具　光　束
1,800ルーメン 1,200ルーメン
（フル点灯時） （フル点灯時）

蓄　　電　　池
ディープサイクル用密閉式鉛蓄電池 ディープサイクル用密閉式鉛蓄電池
（12Ｖ－190Ah／無日照７日） （12Ｖ－114Ah／無日照７日）

感震センサー 検知感度　震度５相当以上
設　置　方　法 ベースプレート固定式
本　体　寸　法 全高さ　約4.05ｍ 全高さ　約3.74ｍ
質　　　　　量 約202㎏ 約143㎏



10

住友林業と日本化学産業が共同開発した本

製品は、部分換気方式とは異なり、建物の全

周で理想的な換気を行います。

止水用のフラップをセットしましたので、

台風など暴風雨時の雨の進入や火災発生時に

は特殊発泡材により換気通路を遮断し確実に

炎の進入を防ぎ、準耐火45分構造の軒裏にも

対応可能です。

軒天に通気口を設けると、防水・防火の不

安が生じることになりますが、この点を解消

しながらデザインにも配慮いたしました。

防水・防火機能を兼ね備え、デザイン化された

日本化学産業の「軒天通気見切りＢＭ２」

換気面積：100平方㎝／ｍ

野縁

軒裏

換気孔

軒天井板
フラップ
ＢＭ２本体 通気

外壁

特殊発泡材
（防火仕様品のみ）

野縁
野縁

軒天井板

軒天井板

ＢＭ２ ＢＭ２

外壁材 外壁材

＜水平天井納まり＞ ＜勾配天井納まり＞

製品

締まり外観

●構造

●納まり

●仕様
・材質　一般地仕様：塗装溶融55％アルミニウム－亜鉛合金めっき鋼板　塩害地仕様：冷間圧延ステンレス鋼板

SUS304 塗装仕上げ

・色　　ホワイト、アーバングレー、ダークブラウン、ブラウン

・指定の準耐火45分構造の軒裏に対応可能（防火品のみ）
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お問い合わせは、日本化学産業㈱　住宅建材グループ（電話048-931-0252）へ。

●製品の特徴

特徴１　水の侵入を防止する

フラップ

軒天井板
ＢＭ２ 強風

防水システム

・内蔵されたフラップが台風等の

暴風雨時、著しい雨水の吹き込み

を防ぎます。

・風速約10m/sでフラップが作動し

通気経路を塞ぎます。

特徴３　簡単な納まり

入隅コーナー

出隅コーナー

切妻頂部

見切り端部

母屋下がり部

ＢＭ２本体

ＢＭ２本体

ＢＭ２本体

ＢＭ２本体

ＢＭ２本体

ＢＭ２本体

ＢＭ２本体

入隅カバー

＜水平軒天＞

＜勾配軒天＞

＜水平軒天＞

＜勾配軒天＞

勾配入隅カバー
※4・5・6寸標準

勾配出隅カバー

エンドカバー

※4・5・6寸標準

角部カバー
※4・5・6寸標準

頂部カバー
※4・5・6寸標準

出隅カバー

※エンドカバーは左勝手、右勝手があります。
　本図はエンドカバー左を示す。

寄棟勾配軒天、切妻頂部、母屋下がり部などへの部品を取り揃えましたので、

簡単施工で様々な納まりに対応出来ます。

特徴２　延焼を防止する

火炎・熱気

・火災発生時、特殊発泡材により通気経路が遮断され、

確実に炎の侵入を防ぎます。

（※非防火品は特殊発泡材は無し）

発泡前 発泡後
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中国を知らずして住宅業界を語れず

住宅関連産業においても近年、日本企業の
アジア進出と共に様々な場面で中国マーケッ
トを意識する機会が増え「中国の現場を知ら
ずに仕事はできないなぁ…」と焦っていた所。
やっと、私にとっては香港以外で初の中国と
なる上海行きの機会を得、そこで見聞し感じ
た事を今月は紹介させて頂きます。

中国の住宅供給規模は竣工面積で12億㎡、
平均住戸面積を100㎡で換算すると約1200
万戸！着工数が100万戸を切ろうかと言う日
本の新築住宅マーケットの10倍以上。13億
人を超える人口は益々都市へ集中し、2020
年には9億人（05年5億人）が沿海都市部に
住むことになると予測され、今年の全国人民
代表大会では6億㎡（約600万戸）の住宅を
都市部で供給すると発表されています。
その肥大化する大都市の上海は流動人口を
入れると2000万人を越え、新築住宅供給が
約3000万㎡（30万戸）とあちこちで超高層
ビルやマンションが建設中でした。

7年間で5億円以上の
キャピタルゲイン!?

今回住宅を7物件ほど見た中で“これぞ上
海住宅バブル”と実感した物件を紹介したい
と思います。ダウンタウンの一等地にある高
級戸建の賃貸物件。お姉さんに鍵を開けても
らい案内して頂き…イキナリ目が覚めるよう
な話！「この家は2001年に約9000万円で購
入、今は約6億円に値上がっている」と。そ
の上の驚きは、このお姉さん（30歳前後）
がオーナーと言うではないか！！全く着飾っ
ていない普通の中国女性…自身は「こんな所
の生活レベルは私たちに無理」と、夫・子供
3人郊外で一般的な暮らしをしているようで
す。こちらの前入居者は米国系企業のCEO、
賃料約90万円/月は安い気がしましたが現金
購入だったという事なので単純利回り年
12％は確保しているわけです。
私の友人が借りているマンションのオーナ

ーも30代前半の夫婦。3戸のマンションを賃
貸経営し、やはり自分達は郊外で質素に暮ら
す。そんな不動産投資が資産形成の主流で、
今までは確実に価格が上昇し転売することで

［上海住宅見聞録］
ヒートアップする価格とインフィル･ビジネス

vol.5

※文中、1元＝約15円で換算
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キャピタルゲインを得、暮らしぶりも豊かに
なっているのです。

節能／節地／節水／節材の規制
ただ近年、住宅価格が上昇し過ぎて一般市
民が購入できないレベルになり、政府は様々
な規制を加え沈静化・効率化を図ろうとして
います。環境配慮の側面からも【節能・節
地・節水・節材】という4節約が施策の方向
です。
節能は省エネ、節地は土地の有効活用を意
味し、規制によって単世帯戸建は建てられな
くなり（許可済の用地など除く）、マンショ
ンでは今まで120㎡が平均的な面積でした
が、大規模な開発物件は70％以上の住戸を
90㎡以下に制限するというものです。
また節能・節材の点からも行政は中国住宅
販売の特徴であるスケルトン売りを止め、日
本のように内装をフィニッシュして売る［全
装修］を推進しています。ただ、購入者とし
ては好みの内装ができない事への不満（日本
人に注文住宅を建ててはいけない、と言うよ
うなものでしょうか）と、やはり［全装修］
物件価格が高くなってしまうことで支持され
難く、上海でも高級物件を中心に供給全体の

約30-40％に内装済みは留まっているようで
す。

インフィル・ビジネスの可能性
そのスケルトン販売の住宅を、エンドユー

ザーが設備内装を選び発注、施工管理的なこ
とまでするのですが、内装の相場感が形成さ
れていて概算できるところが日本と違いまし
た。単価1000元/㎡でそこそこのもの、とい
う事で100㎡マンションなら約150万円。
一般的には小さな内装工務店が請負います

が、ハイエンド層向けにはイタリアやフラン
ス系の企業が外人デザイナーを起用し＜設
計・施工/管理・家具販売＞までトータル提
案するビジネスを展開。建材街に大きなショ
ールームを設けてデザイン別にシーン提案、
雑誌ではブランドイメージ広告も見られまし
た（イタリア人デザイナーの場合、単価は
5000元/㎡）。日本でもリフォームの定額制
は㎡単価で表示されるようになってきました
が、今後ストック時代の住宅ビジネスとして
は設備･耐震リフォームの域を超え、デザイ
ン力で需要喚起できるようなアプローチがカ
ギであるとインフィル・ビジネスの現場を見
て感じた上海の旅でした。

【超高層ビル建設ラッショ】
NY を抜いて世界一超高層棟の多い都市になった上海

【中心地の超高級住宅】
2001 年分譲時から6倍以上の価格に。4階＋地下1階、連棟型
にこやかに微笑む若いオーナー、これが所謂New Rich 層
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住友林業は、平成20年２月29日開催の取締
役会において、４月１日付組織改正及び人事
異動を決めた。本誌（建材マンスリー）関係
先窓口となる木材建材事業本部の組織改正と
主な人事異動は次の通り。

〔組織改正〕 （平成20年４月１日付）
木材建材事業本部ジャカルタ出張所・海外

事業本部海外開発部ジャカルタ出張所を、海
外事業本部ジャカルタ支店に改組する。
①支店として主管者を配置することにより
インドネシアにおける住友林業㈱代表組織
とし、同国における事業の統括機能を担わ
せるとともに、新規事業展開に欠かせない
対同国政府・対金融機関交渉能力の向上を
図る。
②海外開発部と共同し、インドネシア及び
周辺地域における新規事業を推進する。
③現在出張所で担当している木材建材事業
本部、山林環境本部関連業務に関しては、
業務委託を受ける。
④周辺諸国のカントリーリスクに対応する
ため、情報収集機能を高め、危機管理・安
全管理上の機能の充実を図る。
⑤既存のインドネシア生産関連会社３社
（ＫＴＩ社、ＲＰＩ社、ＡＳＴＩ社）の経
営に関し指導・助言する機能を担わせる。

〔木材建材事業本部関係の主な人事異動〕
（平成20年４月１日付）（ ）内は旧役職。

執行役員　木材建材事業本部副本部長委嘱
（執行役員　海外事業本部副本部長兼同本部
海外開発部長委嘱）

倉光　二朗
木材建材事業本部建材部長（同本部西日本営
業部長兼関西支店長）

宮崎　龍一
木材建材事業本部東日本営業部北東北営業所
長（同本部同北東北営業所マネージャー）

中本　克弥
木材建材事業本部東日本営業部北関東支店長
（同本部木材部パネルグループグループマネ
ージャー）

田中　耕治
木材建材事業本部東日本営業部神奈川支店長
（同本部同新潟営業所長）

佐藤　昭則
木材建材事業本部東日本営業部静岡支店長
（同本部中部営業部東海支店建材・パネルグ
ループ主席）

佐藤　和豊
木材建材事業本部東日本営業部長野営業所長
（同本部同北東北営業所長）

橘　　雅仁
木材建材事業本部東日本営業部新潟営業所長
（同本部同新潟営業所マネージャー）

横澤謙一郎
木材建材事業本部中部営業部長兼東海支店長
（同本部建材部グループマネージャー）

白井　　豊
木材建材事業本部西日本営業部長兼関西支店
長（同本部西日本営業部九州支店長）

古川　雅彰
木材建材事業本部西日本営業部中国支店長
（同本部東日本営業部北関東支店長）

小松　正明
木材建材事業本部西日本営業部九州支店長
（同本部東日本営業部神奈川支店長）

田伏　正幸
㈱住協　取締役社長（木材建材事業本部建材
部長）

古川　康則
スミリン農産工業㈱　取締役社長（総務部Ｃ
ＳＲ推進室長）

新井　紀範
住友林業ホームサービス㈱　取締役社長（木
材建材事業本部中部営業部長兼東海支店長）

篠森　真次

住友林業の組織改正と人事

木材建材事業本部ジャカルタ出張所を
海外事業本部ジャカルタ支店に改組
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国土交通省が発表した平成20年１月の新設

住宅着工戸数（上表参照）は、前年同月比5.7％

減の８万6,971戸で７カ月連続の減少となっ

たが、減少幅は１ケタに縮小した。

昨年６月20日に施行された改正建築基準法

による確認申請手続きの厳格化の影響から、

施行後の７月は同23.4％減、８月は同43.3％

減、９月には同44.0％減と過去最悪となり、

その後は10月の同35.0％減、11月の同27.0％

減と徐々に減少幅は縮小し、12月の同19.2％

減から１月は一気に１ケタ台に縮小した。

持ち家は前年同月比4.2％減の２万2,480戸

で12カ月連続の減少、貸家は同2.7％減の３

万8,776戸で７カ月連続の減少、分譲住宅は

同11.6％減の２万5,052戸、うちマンションは

同12.0％減の１万4,343戸と７カ月連続の減少

となったが、下落率は前月に比べ37.7 改善

した。しかし、戸建ても同11.2％減の１万

446戸と分譲住宅はいずれも２ケタ減となっ

た。

構造別では木造が同4.7％増の４万1,666戸

で２カ月連続のプラスとなり、工法別ではプ

レハブが同8.6％増の１万4,297戸で７カ月ぶ

りの増加に転じ、２×４は同10.0％増の8,262

戸で２カ月連続で増加した。

ポイ
ント

減少幅１ケタに縮小
１月の新設住宅着工

平成20年１月の新設住宅着工

プレハブ新設住宅：構造別、利用関係別戸数

枠組壁工法（ツーバイフォー）新設住宅：利用関係別戸数

新 設 住 宅 計
建　築
主　別

公 共
民 間
持 家
貸 家
給 与 住 宅
分 譲 住 宅
民 間 資 金
公 的 資 金
公 営 住 宅
公 庫 融 資 住 宅
都市再生機構建設住宅
そ の 他 の 住 宅
木 造
非 木 造
鉄骨鉄筋コンクリート造
鉄筋コンクリート造
鉄 骨 造
コンクリートブロック造
そ の 他

86,971
928

86,043
22,480
38,776
663

25,052
78,273
8,698
397
4,283
370
3,648
41,666
45,305
785

24,295
19,922
40
263

△00.3
17.0

△00.4
△10.7
△02.9
27.0
16.1

△01.1
7.5

△24.7
34.3
91.7

△12.7
△12.9
15.1
50.1
23.6
5.9
11.1

△16.5

△05.7
△17.8
△05.5
△04.2
△02.7
20.8

△11.6
△06.0
△02.3
△45.8
22.8
160.6
△19.7
4.7

△13.6
△70.7
△20.8
5.2

△40.3
182.8

対前年同月比
（％）

千㎡戸
対前月比
（％）

6,961
116
6,845
2,900
1,695
43

2,323
6,148
813
30
367
81
335
3,845
3,117
45

1,805
1,252
3
12

△01.9
111.0
△02.8
△10.8
△01.8
△04.8
12.2

△03.8
15.0

△18.3
36.2
483.3
△13.4
△12.5
15.4
26.1
28.3
0.6

△12.6
△01.8

△07.4
45.6

△08.0
△05.3
△05.6
11.0

△11.4
△08.1
△01.5
△43.4
14.9
734.9
△24.5
△02.5
△12.8
△77.0
△13.8
△01.6
△51.8
54.9

対前月比
（％）

対前年同月比
（％）

利　用
関係別

資金別

構造別

△は減

国土交通省「建築着工統計」

戸　　　　　　　　　数 床 面 積 の 合 計

構　　造　　別
合 計
木 造
鉄筋コンクリート造
鉄 骨 造

戸
14,297
1,931
226

12,140

対前年同月比（％）
8.6
13.7

△004.6
8.1

利 用 関 係 別
持 家
貸 家
給 与 住 宅
分 譲 住 宅

戸
5,007
8,502
63
725

対前年同月比（％）
2.3
14.3
320.0

△011.7

利 用 関 係 別

木 造

合 計

戸
8,262

対前年
同月比

％
10.0

持 家

戸
1,931

対前年
同月比

％
△ 4.2

貸 家

戸
4,633

対前年
同月比

％
28.1

給与住宅

戸
5

対前年
同月比

％
25.0

分譲住宅

戸
1,693

対前年
同月比

％
△ 9.5
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平成20年２月の新設住宅着工戸数（上表参

照）は、前年同月比5.0％減の８万2,962戸と

なり、８カ月連続で前年同月を下回った。

持ち家は前年同月比2.1％減の２万2,494戸

で13カ月連続の減少となったが、昨年最大の

落ち込みを記録した８月（同31.0％減）に比

べ、下落幅は28.9 縮小した。

貸家は同3.1％減の３万3,063戸で８カ月連

続の減少、分譲住宅は同9.7％減の２万6,757

戸、うちマンションは同11.9％減の１万6,680

戸で８カ月連続の減少となったが、減少幅は

ポイ
ント

先月（同12.0％減）とほぼ変わらなかった。

マンションは３大都市圏が同5.5％増と昨

年６月の改正建築基準法施行後、初めて前年

を上回ったのに対し、その他地域では同

54.4％減と半減した。

構造別では木造が同1.2％増の３万6,852戸

で３カ月連続の増加となり、工法別ではプレ

ハブが同9.4％増の１万2,018戸で２カ月連続

のプラス、２×４は同5.4％増の6,600戸で３

カ月連続で増加した。

先行指標となる２月の建築確認件数は同

5.5％減の４万3,912件（前月は同4.5％減の３

万8,108件）と依然として前年水準を下回っ

ている。

前年同月比5.0％減
２月の新設住宅着工

平成20年２月の新設住宅着工

プレハブ新設住宅：構造別、利用関係別戸数

枠組壁工法（ツーバイフォー）新設住宅：利用関係別戸数

新 設 住 宅 計
建　築
主　別

公 共
民 間
持 家
貸 家
給 与 住 宅
分 譲 住 宅
民 間 資 金
公 的 資 金
公 営 住 宅
公 庫 融 資 住 宅
都市再生機構建設住宅
そ の 他 の 住 宅
木 造
非 木 造
鉄骨鉄筋コンクリート造
鉄筋コンクリート造
鉄 骨 造
コンクリートブロック造
そ の 他

82,962
2,010
80,952
22,494
33,063
648

26,757
74,504
8,458
534
2,977
608
4,339
36,852
46,110
1,531
27,902
16,571
21
85

△04.6
116.6
△05.9
0.1

△14.7
△02.3
6.8

△04.8
△02.8
34.5

△30.5
64.3
18.9

△11.6
1.8
95.0
14.8

△16.8
△47.5
△67.7

△05.0
41.4

△05.8
△02.1
△03.1
2.7

△09.7
△05.4
△01.5
△54.3
△21.3
7500.0
19.7
1.2

△09.5
△39.0
△15.9
9.1
16.7
18.1

対前年同月比
（％）

千㎡戸
対前月比
（％）

6,822
130
6,692
2,925
1,461
37

2,400
6,081
741
36
271
39
394
3,687
3,136
115
1,889
1,125
1
5

△02.0
12.4

△02.2
0.8

△13.8
△15.6
3.3

△01.1
△08.9
20.1

△26.0
△51.7
17.8

△04.1
0.6

154.9
4.7

△10.1
△50.6
△57.8

△08.2
31.4

△08.8
△03.6
△07.3
△11.6
△13.7
△08.0
△10.3
△57.9
△28.9
8996.3
10.1

△02.9
△13.8
△40.1
△19.8
4.0

△23.2
△24.4

対前月比
（％）

対前年同月比
（％）

利　用
関係別

資金別

構造別

△は減

国土交通省「建築着工統計」

戸　　　　　　　　　数 床 面 積 の 合 計

構　　造　　別
合 計
木 造
鉄筋コンクリート造
鉄 骨 造

戸
12,018
1,526
734
9,758

対前年同月比（％）
9.4
13.4
204.6
3.9

利 用 関 係 別
持 家
貸 家
給 与 住 宅
分 譲 住 宅

戸
4,527
6,605
59
827

対前年同月比（％）
△00.3
14.5
156.5
27.2

利 用 関 係 別

木 造

合 計

戸
6,600

対前年
同月比

％
5.4

持 家

戸
1,791

対前年
同月比

％
0.9

貸 家

戸
3,477

対前年
同月比

％
23.1

給与住宅

戸
15

対前年
同月比

％
50.0

分譲住宅

戸
1,317

対前年
同月比

％
△20.2





建
材
マ
ン
ス
リ
ー

昭
和
三
十
九
年
八
月
創
刊

発
行
人
　
　

発
行
所

建
材
マ
ン
ス
リ
ー
編
集
室

第
四
十
五
巻
平
成
二
十
年
四
月
一
日
発
行
（
毎
月
一
日
発
行
）
通
巻
第
五
一
一
号

〒
一
〇
〇
―
八
二
七
〇
　
東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
―
八
―
一（
丸
の
内
ト
ラ
ス
ト
タ
ワ
ー
Ｎ
館
十
四
階
）

電
話
（
〇
三
）六
七
三
〇
―
六
一
〇
〇
　
　
住
友
林
業
株
式
会
社
　
　
木
材
建
材
事
業
本
部
営
業
管
理
部


